
＜都道府県別土砂災害警戒区域等指定状況＞
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出典：土砂災害警戒区域等の指定状況（国土交通省）

誰もが自らの意思でライフスタイルを選択でき、
活き活きと暮らし続けることができる中国圏

産業集積や地域資源を活かし、官民連携によって
持続的に成長する中国圏

激甚化する災害から命と暮らしを守り、
誰もが安全で安心に住み続けることができる中国圏

美しく豊かな自然環境と多様な歴史・文化を次世代に
引き継ぐグリーンな中国圏

 デジタル技術の活用や官民連携による個性を活かした
地域生活圏の形成

 重層的なネットワーク形成による圏域内外の対流促進
 ものづくり産業の競争力強化とカーボンニュートラルの実現
等に向けた持続可能な産業への構造転換

 中山間地域・島しょ部における地域産業の振興
 観光振興による経済の活性化

 総力戦で挑む強靱な圏域整備と安全・安心の推進
 インフラ老朽化対策の推進

 豊かな自然環境の保全・再生と地域特有の
歴史・文化の継承

 脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

・全国に先駆けた急激な人口減少。特に、中山間地域や島しょ部で
生活サービス機能の確保が難しく、地域の存続危機。

【中国圏】 （対象区域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）

＜現状と課題＞

＜将来像＞ ＜目標＞
【 暮らし 】

【 産業・経済 】

【 環境(自然・歴史・文化) 】

【 安全・安心 】

・石油コンビナート等が集積し､ものづくり産業に強みがある一方で、大
量の温室効果ガスが排出され、カーボンニュートラルの実現に課題。
一部企業の撤退・縮小への対応も見据え、エネルギーの転換や地域
資源の活用などによる持続可能な産業への構造転換が課題。
・近年の気候変動に伴い、土砂災害や河川氾濫等による災害が激
甚化・頻発化。急速に進行するインフラ老朽化は大きな社会問題。
・瀬戸内海など豊かで美しい四季折々の自然と人々の暮らしが調和した
風土、地域特有の歴史・文化が醸成。次世代への継承が課題。
・一人当たりのCO2排出量は全国の約2倍。

25年間で人口が
半減する市町村が
全体の約１割

※出典：令和二年度過疎地域等における集
落の状況に関する現況把握調査（総務省）

＜2020年から2045年にかけての人口減少率＞

中国圏が
約２割を
占める

＜過疎地域の人口規模別集落割合＞

50人未満の小規模集落の
割合が全国より高い

中国圏

全国

50.5％ 25.7％ 13.6% 6.8%

2.2%

33.5％ 24.4％ 14.7%21.5％ 5.0%

※人口が半減見込みの市町村名を記載
※出典：「国勢調査」（総務省）

「将来推計人口」（人口問題研究所）
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＜1人当たりのCO2排出量＞

※出典：部門別CO2排出量の現況推計（環境省）

全ての部門で全国
を上回り、特に産業
部門が約7割

単位：1人当たりの排出量（tCO2）

50人以下 50～99人 100～199人 200～499人 500人以上

広島県が全国１位、
島根県が全国３位
全国平均を大きく超過
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中国圏広域地⽅計画推進室

令和５年６⽉１⽇

中国圏広域地⽅計画協議会

次期中国圏広域地⽅計画⾻⼦案について

参考資料

次期中国圏広域地⽅計画における現況分析、将来像
＜次期中国圏広域地⽅計画の４つの主要なテーマ（将来像）の関連性＞
○将来像を４つのテーマで整理しているが、それぞれは密接な関連性がある。
○次期中国圏広域地⽅計画では、相互に関連する領域においても連携しながら、総合的かつ

柔軟に取り組むことを前提とする。

＜次期中国圏広域地⽅計画における現況分析、将来像＞

➁産業集積や
地域資源を活
かし、官⺠連携
によって持続的
に成⻑する中国
圏

・⺠⽣部⾨における⼀⼈当たりの温室効果ガスは圏域別では全国３位（北海道１位、四国２位）
・農⽤地区の約２割が荒廃農地であり、再⽣利⽤が困難と⾒込まれる荒廃農地の割合が全国
と⽐べて⾼い
・個性豊かで多様性の源である⾃然と歴史・⽂化の次世代への継承が重要

現況分析（中国圏の現状と課題、ポテンシャル）

・瀬⼾内海沿岸に集積する企業より⼤量の温室効果ガス排出。カーボンニュートラルに向け、技術
開発、設備投資等による脱炭素化や、エネルギー関連の新産業の創出が求められている

・国際情勢によるサプライチェーンの⼨断やエネルギー・⾷料の⾼騰、低い⾃給率等の状況
・中⼩企業の割合が⾼く（約８割）、企業の後継者不在率が、北海道に次いで全国２位
・コロナ禍でインバウンド需要や国内旅⾏が⼤きく減少

・全国に先駆けた急激な⼈⼝減少（2045年︓⼈⼝約107万⼈減）
・特に、中⼭間地域や島しょ部で⽣活サービス機能の確保が難しく、地域の存続危機
・転出超過（広島県全国１位）が続いており、都市の求⼼⼒低下が深刻
・⾼規格道路ネットワークは、ミッシングリンクや暫定２⾞線区間が多く、道路整備が遅れている
・公共交通事業者の経営が圧迫、⾼齢者を中⼼とした地域住⺠の移動⼿段の確保が危惧

・近年の気候変動に伴い、⼟砂災害や河川氾濫等による⾃然災害が激甚化・頻発化
・急速に進⾏するインフラ⽼朽化は⼤きな社会問題
・⼟砂災害警戒区域等の指定（広島県全国１位、島根県３位）が多い
・平成30年7⽉豪⾬では多数の犠牲者。多くが⾼齢者であり、逃げ遅れなどが主な要因
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➃美しく豊かな
⾃然環境と多
様な歴史・⽂化
を次世代に引き
継ぐグリーンな
中国圏

①誰もが⾃らの
意思でライフス
タイルを選択で
き、活き活きと
暮らし続けるこ
とができる中国
圏

➂激甚化する
災害から命と暮
らしを守り、誰も
が安全で安⼼
に住み続けるこ
とができる中国
圏

中国圏の強みであるものづくり産業を中
⼼に⽣産性向上と国際競争⼒の強化を
図るととともに、 2050年カーボンニュート
ラルの実現に向けた技術開発、設備投資、
地域資源の活⽤やイノベーションの創出等
による産業の安定化や新たな産業振興を
推進し、官⺠連携によって持続的に成⻑す
る中国圏を⽬指す。

デジタルとリアルの融合により、中国圏域
内外の対流が促進され、多様な⾃然・歴
史・⽂化を活かしながら、誰もが⾃らの意
思でライフスタイルを選択でき、活き活きと
暮らし続けることができる中国圏を⽬指す。

中国圏の個性豊かで多様性の源である、
⽇本海と瀬⼾内海という⼆つの海、それら
に挟まれた中国⼭地など中国圏の美しく豊
かな「⾃然」と、この⾃然を活かした地域特
有で多様な「歴史」と「⽂化」を次世代に継
承し、グリーンな中国圏を⽬指す。

気候変動に伴い激甚化・頻発化する⾃
然災害に対して、国⼟強靭化を図るため、
産官学⺠の多様な主体が総⼒を結集し、
砂防、河川、道路等のインフラ整備やメン
テナンスを推進するとともに、デジタル技術
を積極的に活⽤したソフト施策を推進し、
誰もが安全で安⼼して住み続けることがで
きる中国圏を⽬指す。
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・⼭地及び丘陵地の割合は全国で最も⾼く、中⼭間地域・島しょ部など居住地域が広く分布
・⾃然と⽣活が密着した「⾥⼭」「⾥海」が多くそれぞれの暮らしから育まれた多様な歴史と⽂化
・保育所待機児童数が少ない(全国3位)など、⼦育てがしやすく多様な世代が暮らしやすい環境
・コロナ禍による⼈々の価値観が多様化、働き⽅の変化やデジタル技術の進展により、中⼭間地
域、島しょ部（⻄粟倉村、周防⼤島町、海⼠町、吉備中央町等）で転⼊超過がみられる
（地⽅への関⼼の⾼まり、テレワークの活⽤、⼆地域居住、ワーケーション等が増加等）
・多様な⾷⽂化、スポーツ観戦、サイクリング、マンガ・アニメ・ドラマの聖地等の新しい⽂化も醸成

・特⾊あるオンリーワン・ナンバーワン企業や⽯油コンビナート等が集積し､ものづくり産業に強み
（従業員1⼈あたりの製造品出荷額が全国２位）
・国際バルク戦略港湾（⽔島港・福⼭港・徳⼭下松港・宇部港）等の国際物物流拠点の存在
・各県において全国でも上位の産出額を誇る農林⽔産物を産出するなど農林⽔産業の強み
・コロナ禍において⾸都圏から地⽅へ本社を移転する⼩規模企業やスタートアップが増加
・美しく豊かな⾃然環境、4つの世界遺産など世界に認められる多様な観光ポテンシャルが存在

・過去の⼟砂災害を踏まえ、監視システム等の防災のデジタル化、「逆線引き」などの⼟地利⽤の
取組、⾃主防災組織の整備などが全国に先⾏して進められている。
・南海トラフ巨⼤地震では、早期復旧による隣接圏域のバックアップの役割が期待されている

・⽇本海と瀬⼾内海やそれらに挟まれた中国⼭地など豊かで美しい四季折々の⾃然と⼈々の暮ら
しが調和した⾵⼟、圏域各地で地域特有の歴史・⽂化が育まれてきた

・3つの国⽴公園や⼭陰海岸ジオパークなどの世界的に認められる⾃然環境、ユネスコ無形⽂化遺
産、古代遺跡、社寺、歴史的町並み、⽇本遺産など地域特有の歴史・⽂化が存在

将来像を設定する基本的な考え⽅

関連性のイメージ

環境
（⾃然・歴史・⽂化）

暮らし

産業・経済 安全・安⼼

１）中国圏の美しく豊かな⾃然、多彩
な歴史、⽂化を活かした真に豊かさを
感じられる暮らしを実現。
２）現在のリアルな機能の充実とともに
デジタル技術を積極的に活⽤し、誰も
がいつまでも安⼼できる暮らしを実現。
３）⼥性、若者等をはじめ多様な
⼈々がそれぞれの価値観に対応した、
⽣活スタイルが選択でき、地⽅での暮
らしの受け⽫としてふさわしい、魅⼒的
で暮らしたくなる地域を実現。

１）気象変動に伴う激甚化する⾃然
災害等に対して、命と暮らしを守る対
策を強⼒に推進して、⾼い地域防災
⼒を備えた圏域を実現。
２）着実な国⼟強靭化により、誰もが
安全で安⼼に住み続けることができる
地域を実現。

１）「⾃然」と、⾃然が育んだ多様な
「歴史」と「⽂化」を次世代に継承する
ことで、持続可能な社会の実現。
２）2050年カーボンニュートラルに向
けた地球温暖化緩和策と地球温暖化
緩和策を推進する圏域を実現。

１）中国圏の強みであるものづくり産
業、コンビナートの企業群などの集積を
活かして、持続的な成⻑と国際競争⼒
の強化を実現。
２）2050年カーボンニュートラルの実
現に向けた技術開発や設備投資等に
よる脱炭素化によって産業の成⻑と環
境保全を同時に実現。
３）地域資源を活かした産業の育成、
創出により、豊かさを実感できる稼ぐ地
域を実現。
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次期中国圏広域地⽅計画における⽬標
⽬標
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〇誰もが⾃らの意思で多様なライフスタイルを選択できるよう、⽣活機能などをリアルに享受できる環境づくりを推進するとともに、地域の魅⼒や特徴を活かすためデジタル技術を積極的に活⽤しながら、官⺠連携により、
どこでも便利で快適に暮らし続けることができる地域⽣活圏を形成する。

〇また、中枢都市の⾼次機能の強化とともに、その他の都市も都市機能の強化及び周辺地域の暮らしを⽀える機能を充実させた「コンパクト＋ネットワーク」の推進、また歩きやすく賑わいのあるウォーカブルな空間形
成を進める。

〇加えて、中⼭間地域や島しょ部においては、道の駅等を活⽤した「⼩さな拠点」を形成するとともに、都市との連携を強化する。
〇また、デジタル技術を最⼤限活⽤し、医療、買い物、交通、教育等の⽣活機能を維持するとともに、新たな暮らし⽅、働き⽅を創出する。
〇さらに、関係⼈⼝の拡⼤・深化に向けた取組や⼥性・若者・⾼齢者等が活躍できる環境づくりによって、地域活動の担い⼿となる多様な⼈材の育成・確保を推進する。

〇中国圏に新たな活⼒を⽣み出す流れを圏域内外に⾏き渡らせるため、ミッシングリンクの解消や暫定２⾞線区間の４⾞線化を図る⼭陰道等の⾼規格道路の整備、地域における様々な公共交通機関の維持・
確保など、多様な交通ネットワークを分野の垣根を越えた官⺠連携で形成することによって、あらゆる対流を促進させる。

〇中国圏の強みである⾃動⾞、鉄鋼、造船、半導体等のものづくり産業を中⼼としたグローバル産業は、基幹産業として圏域の経済を牽引していることから、活⼒を誘発するための産業拠点形成、製品の⾼付加価値化と⽣
産効率化等により国際競争⼒の強化を推進する。また、中⼩企業は、⼤企業と⽐較すると⽣産性が低いことから、DXの推進等により⽣産性の向上を図る。さらに、新技術を基盤に創業を促進するスタートアップ・エコシス
テムを確⽴し、スタートアップの創出・育成を推進する。

〇2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、瀬⼾内海沿岸地域に集積するコンビナートの⽴地優位性等を活かした⽔素・アンモニア等のエネルギーへの転換、技術開発や設備投資等による脱炭素化を図り、成⻑を牽引
する基幹産業拠点として強化・再⽣させる。

〇中⼭間地域や島しょ部においては、⼈⼝減少が進展する中で、豊かな地域資源を活かしつつ、持続可能な産業の振興を促進させるため、デジタルを積極的に活⽤して、地域資源のブランド化・⾼付加価値化を図るとともに、
⽣産性の効率化等を⽬指したスマート農林⽔産業を推進する。

〇また、国際情勢によるリスクを回避し、⾷料とエネルギーの安定供給を図るため、過度な海外依存からの脱却も踏まえた⾷料の⽣産体制の構築や地域資源を活⽤した再⽣可能エネルギーの導⼊を推進する。さらに、地元が
参⼊できる再⽣可能エネルギー関連産業や、地域の課題を解決するスタートアップ企業等の新たな産業の創出等による地域振興を図る。

〇ポストコロナを⾒据え、観光地・観光産業の再⽣に向け、観光地等におけるデジタル実装、観光産業や観光地の再⽣・⾼付加価値化、地域独⾃の旅⾏商品の創出等により、地域の魅⼒や観光資源の再発⾒、磨き上げ
等を推進するとともに、DMO等と連携を図りながら広域観光を推進する。

〇気候変動に伴い激甚化・頻発化する災害等から、中国圏に住む⼈々の命と暮らしを守り抜くために、気候変動適応の観点を取り⼊れながら、国⼟強靱化を推進するとともに、全ての関係者が連携し、デジタル技
術を活⽤しながら、ハード整備とソフト施策が⼀体となった防災・減災対策の取組を進める。また、南海トラフ地震の発⽣に備え、圏域内外で迅速に⽀援できるバックアップ体制を構築する。

〇さらに、交通安全対策の推進や歩⾏空間の確保、住宅等の耐震・耐⽕性能の向上など、安全で安⼼なまちづくりを推進する。

〇社会・経済を⽀える社会インフラについては、急速に進⾏する⽼朽化が⼤きな課題となっており、ライフサイクルコスト低減の観点から、新技術等の積極的な活⽤や、事後保全から予防保全によるメンテナンスへの転
換を図る。また、インフラメンテナンスの課題解決に向けて、複数の⾃治体が⼀体となった取組を推進するとともに、産官学⺠の連携によってインフラ⽼朽化対策を加速化させる。

〇中国圏の豊かで美しい「⾃然」と、この⾃然を活かした地域特有で多様な「歴史」と「⽂化」を次世代に継承するため、中国圏の美しく豊かな⾃然環境の保全・再⽣を図るとともに、瀬⼾内海の多島美、⼤⼭・蒜
⼭・三瓶⼭等の美しい⼭なみ、歴史的街並み等の多様で個性ある景観の保全・形成を推進する。

〇また、ネイチャーポジティブに向けた30by30の⽬標達成等による健全な⽣態系の保全・再⽣、⾃然資本を活かした地域課題解決や、地域資源の循環の向上、適切な国⼟管理を図る。

〇2050年カーボンニュートラルの実現を図る地域づくりを進めるため、気候変動の原因となる温室効果ガスの排出量を減らす地球温暖化緩和策を推進し、気候変動の影響による国⼟への様々な被害を回避・軽
減させる気候変動適応策と併せて、統合的に推進する。

デジタル技術の活⽤や官⺠連携による個性を活かした地域⽣活圏の形成

重層的なネットワーク形成による圏域内外の対流促進

ものづくり産業の競争⼒強化とカーボンニュートラルの実現等に向けた持続可能な産業への構造の転換

中⼭間地域・島しょ部における地域産業の振興

観光振興による経済の活性化

総⼒戦で挑む強靭な圏域整備と安全・安⼼の推進

インフラ⽼朽化対策の推進

豊かな⾃然環境の保全・再⽣と地域特有の歴史・⽂化の継承

脱炭素社会の実現に向けた地域づくりの推進

中国圏の現状と課題暮らし

全国に先駆けた急激な⼈⼝減少・⾼齢化 中⼭間地域や島しょ部では地域の存続危機
＜過疎地域の⼈⼝規模別集落割合（全国・中国）＞＜⼈⼝推移＞

※出典：「国勢調査」（総務省）、「人口推計」（総務省）、「将来推計人口」（人口問題研究所）より
中国地方整備局が作成

※出典：将来推計人口(人口問題研究所)

※中山間部指定の市町村を赤囲み

※高齢化率が50％を超過する見込みの市町村名を図上に記載

＜⾼齢化率（2020→45年）＞

⼈⼝が107万⼈減少
⾼齢化率は約4割

約2割の市町村で
2⼈に1⼈が65歳以上の

社会の到来

※出典：令和二年度過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査（総務省）より中国地方整備局が作成

50⼈未満の集落が
中国圏では約51％と⾼い

（全国 約34％）

＜⼈⼝減少率（2020→45年）＞

※⼈⼝が半減する⾒込みの
市町村名を図上に記載

※中⼭間部指定の市町
村を⾚囲み

※出典︓「国勢調査」（総務省）「将来推計⼈⼝」（⼈⼝問題研究所）より中国地⽅整備局が作成

⼈⼝が50%以上減少
（半減）する市町村は

全体の約１割
（⿃取県では約2割）
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ピーク

実数(15～64歳)

実数(65歳以上)

実数(0～14歳)

割合(0～14歳) 割合(15～64歳)

割合(65歳) 現況 将来

8％減
（63万⼈減） 15％減

（107万⼈減）

将来推計人口（H30
出生中位・死亡中位）より

国勢調査（R2）より

※1945～2020年の人口総数は年齢の「不詳」を含む

人口推計

（R5）より

過
疎

地
域

の
人

口
規

模
別

集
落

割
合

（
％

）

中国圏

全 国
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3 福島県 -6733 -6116
4 新潟県 -5830 -5774
5 兵庫県 -5625 -5344
6 岡⼭県 -5527 -3195
7 ⻑崎県 -5219 -5899
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中国圏の現状と課題暮らし

若年⼥性の⾸都圏流出など転出超過 国内における転出超過状況
＜2022年都道府県間 国内転出超過（総合）＞＜年齢階層別男⼥別都道府県間転⼊超過数（2022年）＞

※出典：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）より中国地方整備局が作成

若年層における転出超過数が多く
特に同世代⼥性の⽅が多い

＜若年⼥性（15〜24歳）の転出先割合（2022年）＞※⾃県への転出を除く

※出典：「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）より中国地方整備局が作成

※三大都市圏（東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）は
集約したうえで、各県の上位3位の転出先を掲載。

※総務省住⺠基本台帳⼈⼝移動報告。単位は⼈、マイナスは転出超過

広島県の転出超過数
が全国ワースト1位

4

＜広島市の転出超過の状況（⽇本⼈のみ）＞
広島市においては4年連続で
転出超過の状況が続く

若年⼥性の三⼤都市圏
への流出が顕著

※出典︓『住⺠基本台帳⼈⼝移動報告 2022年（令和４年）』 （総務省統計局）より中国地⽅整備局が作成

※出典︓『住⺠基本台帳⼈⼝移動報告 2022年（令和４年）』
（総務省統計局）より中国地⽅整備局が作成

※総務省住⺠基本台帳⼈⼝移動報告。単位は⼈、マイナスは転出超過

中国圏の中では、広島市が
最も転出超過

※出典︓『住⺠基本台帳⼈⼝移動報告 2022年（令和４年）』
（総務省統計局）より中国地⽅整備局が作成

※総務省住⺠基本台帳⼈⼝移動報告。単位は⼈、マイナスは転出超過

中国圏の現状と課題暮らし

⼭陰でミッシングリンクや暫定2⾞線区間が多く存在 厳しい公共交通の現状（地域住⺠の移動⼿段確保）

＜⾼規格道路の整備状況図（令和 3年 4⽉ 1⽇時点）＞

※出典：中国地方新広域道路交通ビジョン（中国地方整備局：令和3年7月）より抜粋・加工
※木見支線、倉敷早島支線、宇部下関線含む総延長

山陰道：整備率 55%（208km/380km：下関～鳥取）

→山陽自動車道全線開通から25年で半分程度の進捗

※開通公表済みを含めても約68％の進捗

山陽自動車道：1997年全線開通 （460.9km：下関～神戸）

→中国自動車道全線開通から14年後に全線開通

中国自動車道：1983年全線開通

（540.3km：下関～吹田）

※出典：第２回運営会議資料（中国運輸局交通企画課）より抜粋

＜JR路線図および輸送密度（令和２年度実績、JR⻄⽇本のみ＞

＜乗合バス事業の現況＞

※出典：中国圏広域地方計画中間評価（中国地方整備局：令和４年2月）より抜粋

輸送密度：旅客営業キロ１ｋｍあたりの１日平均旅客輸送人員

物流分野における労働⼒不⾜が顕在化
＜中国圏の労働者不⾜の現状＞

出典︓
中国地⽅国際物流戦略チーム調べ
対象企業︓1,109社
調査期間︓2021年3~5⽉
調査⽅法︓電⼦メール,FAX
回答数・回答率︓233社(21％) 5



※出典：国土の長期展望専門委員会資料（国土交通省）より抜粋

中国圏の現状と課題
企業より⼤量の温室効果ガス排出 コロナ禍によるサプライチェーンの⼨断

産業・経済

【全国】新型コロナよる企業活動への影響

※出典：2021年版 ものづくり白書（経済産業省ほか）より抜粋

営業・受注活動といった需
要⾯の影響が⼤きい⼀⽅、
サプライチェーン⼨断によ
る供給⾯への⽀障も発⽣

世界全体
旅客機の減便が航
空輸送の減少に

※出典：国土の長期展望専門委員会資料（国土交通省）より抜粋

※出典：給油所小売価格調査（経済産業省）より中国地方整備局が作成

【参考】新型コロナによって
⽀障をきたした業務内容

【全国】新型コロナ感染拡⼤によるサプライチェーンの⼨断の⼀例

【全国】エネルギー価格の⾼騰
（ガソリンの例）

7割以上の企業で
コロナの影響が継
続（2021年４⽉
現在）

過去５年間で最⼤
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中国圏 全国

＜中国圏の⾷料⾃給率＞
（カロリーベース）

出典：都道府県別食料自給率の推移（カロリーベース）農林水産省

最近3箇年は
減少傾向

・東京圏・関⻄に
次ぐCO2排出量
・特に、産業部
⾨が突出

※出典：環境省「部門別CO2排出量の現況推計 都道府県別データ（2018年度）」より国土交通省作成

（注1）：「東京圏」…東京・神奈川・千葉、｢東海｣…愛知・静岡・岐阜・三重、｢関西｣…大阪・京都・兵庫・奈良・和歌山

＜部⾨別CO2排出量＞

＜温室効果ガス排出量の推移＞
温室効果ガスのほとんどを
岡⼭、広島、⼭⼝が占める

＜企業の撤退・縮⼩の例＞

製鉄所閉鎖
（呉市）

製油所停⽌
（⼭陽⼩野⽥市）
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3,599 3,540 3,238 3,234 3,364 3,230 3,015 
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3,088 

3,203 
3,231 3,294 3,322 3,382 3,337 

3,111 

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

※出典）温室効果ガス排出量の集計結果（環境省）

〇地域ブロック別後継者不在率 〇都道府県別後継者不在率
順位 地域 後継者不在率 順位 都道府県 不在率
1位 北海道 68.1% 1位 島根県 75.1%
2位 中国 62.5% 2位 ⿃取県 71.5%
3位 関東 58.1% 3位 秋⽥県 69.9%
4位 四国 57.3% 4位 北海道 68.1%
5位 九州 57.2% 5位 沖縄県 67.7%
6位 東北 56.7% 6位 神奈川県 66.2%
7位 北陸 55.9% 7位 ⼤分県 65.6%
8位 中部 55.2% 8位 ⼭⼝県 65.3%
9位 近畿 53.6% 9位 岐⾩県 62.9%

10位 愛媛県 62.1%
全国平均 57.2% ⁝

14位 岡⼭県 60.5%
⁝

21位 広島県 59.0%

▼主要地別輸出額

中⼩企業の割合が⾼く､企業の後継者不在率が北海道に次いで全国２位

※出典：財務省「法人企業統計調査」をもとに国土交通省国土政策局が作成。
（注1）：IT装備率＝IT資本ストック（無形固定資産ソフトウェア）÷従業員数。
（注2）：大企業は資本金10億円以上の企業、中小企業は資本金1億円未満の企業としている。

＜中⼩企業の割合（従業者ベース）＞
中⼩企業が
8割以上

【全国】IT装着率・労働⽣産率（2020年度）

中⼩企業においては
労働⽣産性が低く、 IT装着率も

⼤企業を下回る

※出典：「中小企業庁統計データ（2016.6月）」をもとに国土交通省国
土政策局が作成。
（注1）：各地域に本社がある企業の場合

＜中国圏におけるデジタルインフラの整備状況＞ 中国圏各県の５G整備率は
全国平均を下回る

全国平均
93.2％

（22.3⽉末現在）

※出典︓ 5Gの整備状況（令和3年度末）の公表（総務省）より抜粋

＜中国地域の後継者不在率（2022年）＞

県別にみても
後継者不在率
が⾼い

エネルギー原材料関連の輸⼊が多く、
中国・韓国との結びつきが強い

中国圏の現状と課題産業・経済

後継者不在率
が全国2位
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▼品⽬別輸⼊額

▼品⽬別輸出額

輸出⽤機械

原料別製品

化学製品

⼀般機械

＜中国圏における輸⼊状況（2022年） ＞

ものづくり産業
が牽引

出典：貿易統計（R5.2.9 神戸税関）
※2022年値は速報値
※中国各県の空港・港湾における税関署所が管轄する区域に蔵置された貨物通関合計額

＜中国圏における輸出状況（2022年） ＞

⽇本海側に主要港があることから韓国が最も多く
韓国・中国が１／３を占める

▼主要地別輸⼊額

鉱物性燃料

原料品

中東(原油)や
⼤洋州(⽯炭)
との取引多い

エネルギー原材料関連を多く輸⼊
国際バルク港湾が重要な役割をになっている

約3割

約7割

※出典︓ 帝国データバンク「中国地⽅ 後継者問題に関する
企業の実態調査」（2022年）より抜粋
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【参考】主要企業におけるDX・CN推進に関するアンケート調査

中国圏のDX（デジタルトランスフォーメーション）の現状
●中国圏の企業において、DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進する上での現状を把握するため
にアンケート調査を実施（2022年12⽉、310社/652社︓47.5%）。

DXの必要性
・半数以上（約55％）の企業がDXが必要であると考えている。そのうち、４
割程度の企業が今後の取組は未定である。

DXの課題 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ
・「DXに係る⼈材（デジタル⼈材）の不⾜（約40%）」や「予算の確保が難
しい（約37%） 」など⼈や資⾦に関する課題。

・また、「何から始めてよいかわからない（約23％）」「社内における意識や
理解が⾜りていない（約24％）」などDXそのもののわかりにくさに関する
課題も⼤きい。

DX推進に必要な⽀援 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ
・「補助⾦・助成⾦による⽀援（約49%）」「先進事例など新技術や成功事

例の紹介（約23%）」「セミナーの開催などの⼈材育成⽀援（約20%）」
など課題解決に向けた⽀援策が求められている。よって、⼈や資⾦の⽀援に
加えて、ベストプラクティスの紹介等の積極的な情報提供による横転換が必
要である。

DXの取組状況 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ

・「ホームページの作成（約68%）」「セキュリティ対策（約59%） 」など
⼀般的な取組みが⽬⽴つ。

・⼀⽅で、「デジタル⼈材の採⽤・育成（約12%） 」 「データの戦略的活⽤
（約16%） 」「デジタル関連企業との連携」などデータを活⽤する取組、そ
れらを活⽤する⼈材の育成、企業との連携などの取組が特に遅れている 。

結果 件数 構成⽐率
1.必要と考えている（今後、取り組む予定） 97 31.7%
2.必要と考えている（今後の取り組みは未定） 73 23.9%
3.わからない・どちらともいえない 62 20.3%
4.必要とは考えていない 74 24.2%

合計 306 100.0%

産業・経済

40.2%
36.7%

24.3%
23.1%
23.1%

16.0%
7.7%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

DX に関わる⼈材が⾜りない
予算の確保が難しい

社内における意識や理解が⾜りていない
何から始めてよいか分からない

その他
⾏政からの⽀援が⾜りない

具体的な効果や成果が⾒えない
業種として DX は必要ない

49.1%
34.1%

22.8%
19.8%

13.8%

13.2%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

補助⾦・助成⾦による⽀援

特にない

先進事例など新技術や成功事例の…

セミナーの開催などの⼈材育成⽀援

デジタルインフラの整備推進

相談窓⼝の開設

その他
出典︓中国地⽅整備局調べ

67.6%
58.8%

55.3%
47.1%

42.4%
36.5%
35.9%

32.4%
22.9%

18.2%
15.9%

14.7%
11.8%

6.5%
2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

ホームページの作成
セキュリティ対策強化

⽂書の電⼦化・ペーパーレス化
営業活動・会議のオンライン化

顧客データの⼀元管理
クラウドサービスの活⽤

電⼦決済の導⼊
基幹システムの構築・導⼊

電⼦商取引の実施
テレワークの実施

データの戦略的活⽤
デジタル関連企業との連携
デジタル⼈材の採⽤・育成

取り組んでいない
その他

補助⾦・助成⾦による⽀援
特にない
先進事例など新技術や成功事例の紹介
セミナーの開催などの⼈材育成⽀援
デジタルインフラの整備推進
相談窓⼝の開設
その他

DX に関わる⼈材が⾜りない
予算の確保が難しい
社内における意識や理解が⾜りていない
何から始めてよいか分からない
その他
⾏政からの⽀援が⾜りない
具体的な効果や成果が⾒えない
業種として DX は必要ない

ホームページの作成
セキュリティ対策強化
⽂書の電⼦化・ペーパーレス化 
営業活動・会議のオンライン化
顧客データの⼀元管理
クラウドサービスの活⽤
電⼦決済の導⼊
基幹システムの構築・導⼊
電⼦商取引の実施
テレワークの実施
データの戦略的活⽤
デジタル関連企業との連携
デジタル⼈材の採⽤・育成
取り組んでいない
その他
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70.2%

49.7%

32.7%

19.3%

18.7%

11.7%

6.4%

5.3%

4.7%

3.5%

3.5%

2.9%

2.9%

2.9%

2.3%

1.2%

1.2%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

照明や冷暖房など電⼒使⽤量の削減
省エネ設備への切り替え

廃棄物の適正処理や原料・資源ごみの…
⾃社エネルギー(電⼒、ガス、その他燃…
電気・燃料電池⾃動⾞やハイブリッド…

取り組んでいない
太陽光発電など環境負荷の少ない⾃家…
環境に配慮した新製品・サービスの開…
環境負荷の少ない原材料や部品の利⽤

脱炭素に関する⾒学会や勉強会の開…
公共交通機関利⽤などの利⽤促進

省エネルギー・温室効果ガスに関する…
再⽣可能エネルギー発電の購⼊・導⼊

その他
環境への取り組みの担当者・部⾨の設置

環境保護・保全活動への⽀援・寄付
環境技術への研究開発・投資促進
⾃社の温室効果ガス排出量の把握

23.1% 32.9% 28.0% 15.0%1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中国圏のCN（カーボンニュートラル）の現状
●中国圏の企業において、CN（カーボンニュートラル）を推進する上での課題を把握するためにアンケート
調査を実施（2022年12⽉、310社/652社︓47.5%）。

CNの必要性
・半数以上（約56％）の企業がCNが必要であると考えている。そのうち、
3割程度の企業が今後の取組は未定である。

CNの課題 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ
・「何から始めてよいか分からない（約29%）」や「具体的な効果や成
果が⾒えない（約20%） 」などCNそのもののわかりにくさに関する課
題が⼤きい。

・また、「予算の確保が難しい（約19％）」など資⾦に関する課題もある。

CN推進に必要な⽀援 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ
・「補助⾦・助成⾦による⽀援（約49%）」「先進事例など新技術や成功

事例の紹介（約27%）」「セミナーの開催などの⼈材育成⽀援（約
15%）」など課題解決に向けた⽀援策が求められている。よって、⼈や
資⾦の⽀援に加えて、ベストプラクティスの紹介等の積極的な情報提供
による横転換が必要である。

CNの取組状況 ※複数回答可、必要と回答した企業のみ
・「照明や冷暖房など電⼒使⽤量の削減（約70%）」「省エネ設備への
切り替え（約50%） 」「廃棄物の適正処理や原料・資源ごみのリサイ
クルなど 3Ｒ推進（約33％）」など⼀般的な取組みが⽬⽴つ。

【参考】主要企業におけるDX・CN推進に関するアンケート調査産業・経済

結果 件数 構成⽐率
1.必要と考えている（今後、取り組む予定） 71 23.1%
2.必要と考えている（今後の取り組みは未定） 101 32.9%
3.わからない・どちらともいえない 86 28.0%
4.必要とは考えていない 46 15.0%
5.その他 3 1.0%

合計 307 100.0%

出典︓中国地⽅整備局調べ

照明や冷暖房など電⼒使⽤量の削減
省エネ設備への切り替え
廃棄物の適正処理や原料・資源ごみのリサイクルなど 3Ｒ推進
⾃社エネルギー(電⼒、ガス、その他燃料)使⽤料の把握
電気・燃料電池⾃動⾞やハイブリッドカーなどの導⼊
取り組んでいない
太陽光発電など環境負荷の少ない⾃家発電の導⼊
環境に配慮した新製品・サービスの開発・販売
環境負荷の少ない原材料や部品の利⽤
脱炭素に関する⾒学会や勉強会の開催・参加
公共交通機関利⽤などの利⽤促進
省エネルギー・温室効果ガスに関する⾏動⽬標の設定
再⽣可能エネルギー発電の購⼊・導⼊
その他
環境への取り組みの担当者・部⾨の設置
環境保護・保全活動への⽀援・寄付
環境技術への研究開発・投資促進
⾃社の温室効果ガス排出量の把握

何から始めてよいか分からない
予算の確保が難しい
具体的な効果や成果が⾒えない
社内における意識や理解が⾜りていない
その他
⾏政からの⽀援が⾜りない
CN に関わる⼈材が⾜りない
業種として CN は必要ない

補助⾦・助成⾦による⽀援
特にない
先進事例など新技術や成功事例の紹介
セミナーの開催などの⼈材育成⽀援
相談窓⼝の開設
エネルギー使⽤量を把握するデジタルインフラの整備推進
その他 9



中国圏の現状と課題産業・経済

＜国内旅⾏者の現状＞

＜アフターコロナを想定した観光産業による地域活性化＞

＜アフターコロナにおける旅⾏スタイルの変化＞

R２はコロナ禍の影響が⼤きく影響
アフターコロナの対策が必要

アフターコロナでは
マイクロツーリズムが増加傾向

域外からの来訪者のうち、
約２/３（約600万⼈）が
三⼤都市圏からの来訪（R2）

＜主要駅における滞在⼈⼝の推移（2019年同週⽐）＞

広島駅

松江駅

●国内線乗降客数の推移

●国際航空乗降客数の推移

●延べ宿泊者数の推移（⽇本⼈+外国⼈）
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1,373
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2,097 2,202

322

他地⽅圏平均:東
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四国、九州の各圏
域の合計
から集計
出典）宿泊旅⾏統
計調査
（観光庁）

●延べ宿泊者数の推移（外国⼈）

コロナ禍でインバウンド需要や国内旅⾏が⼤きく減少

10
※出典︓V-RESAS

中国圏の現状と課題

平成30年7⽉豪⾬の⾬量分布図 （7⽉5⽇ 0:00〜7⽉9⽇ 9:00）

安全・安⼼

気候変動に伴い⾃然災害が激甚化・頻発化
＜中国圏においても地球温暖化が進⾏＞

広島では平均気温が百年で
1.5℃上昇（世界平均0.73℃）

【参考】気候変動により様々な影響が起こりつつある

＜中国圏においても線状降⽔帯による被害が深刻化＞

⼟砂災害や⽔害が
激甚化・頻発化

出典︓広島地⽅気象台 「広島県の気候変動」

出典︓気象庁
「線状降⽔帯予測精度向上に向けた学官連携の取組」

出典︓中国地⽅整備局
「令和2年7⽉豪⾬による中国地⽅整備局管内の出⽔概況」出典︓環境省 「気候変動適応法と気候変動適応計画について」 11
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鳥取県
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全国（中国圏以外）
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全国の
約2割

中国圏の現状と課題
⼟砂災害災害警戒区域等の指定数は全国有数 【平成30年7⽉豪⾬】における課題

安全・安⼼

中国圏は全国有数の
⼟砂災害リスクが⾼い地域

（広島県全国１位、島根県３位）

出典：土砂災害警戒区域等の指定状況移（令和4年3月末時点）（国土交通省）

＜都道府県別⼟砂災害警戒区域等指定状況＞

＜中国圏の⼟砂災害警戒区域等
指定件数が全国に占める割合＞

出典：土砂災害警戒区域等の指定状況
（令和4年3月末時点） （国土交通省）

＜【平成30年7⽉豪⾬】広範囲で⼟砂災害が相次ぐ＞

出典：内閣府中央防災会議 「平成30年7月豪雨の概要」

出典：内閣府中央防災会議 「平成30年7月豪雨の概要」（平成30年12月）

死者61⼈

死者109⼈

60代以上の
⾼齢者が７割＜⾼齢者を中⼼に多くの犠牲＞

＜適切なタイミングでの避難⾏動が課題＞
出典：内閣府中央防災会議 「平成30年7月豪雨の概要」（平成30年12月）

インフラメンテナンスにおける課題

着⼿済
25%

未着⼿
75%

地⽅公共
団体

判定区分Ⅲ、Ⅳの修繕等措置の実施状況

出典︓中国地⽅整備局調べ
（R3.3.31）

早期あるいは緊急に
措置を講ずべき状態
にあるインフラの修繕
は着⼿が進んでいな

い状況
5,707 
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6,000
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※15年間で職員数は
２割も減少

R1

⾃治体の⼟⽊関係職員数

出典︓中国地⽅整備局調べ

＜インフラメンテナンスが進まない状況＞
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伸
び

率
（

対
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⽐
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鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

102 97 106 107 110 104 98 
223 228 204 228 229 217 209 

3,599 3,540 3,238 3,234 3,364 3,230 3,015 

3,237 3,864 3,794 3,854 4,021 3,814 
3,088 

3,203 
3,231 3,294 3,322 3,382 3,337 

3,111 

鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口県

中国圏の現状と課題
産業部⾨からCO2など
多くの温室効果ガスが排出

環境
（⾃然・歴史・⽂化）

＜温室効果ガス排出量の推移【再掲】＞

※出典）温室効果ガス排出量の集計結果（環境省）

出典）部門別CO2排出量の現況推計（環境省）、住民基本台帳

＜１⼈当たりCO2排出量の推移＞

中国圏における脱炭素への取り組み
＜中国圏における脱炭素先⾏地域＞

※出典︓2020年度 部門別CO2排出量の現況推計(環境省)、住民基本台帳

＜⺠⽣部⾨における⼈⼝⼀⼈当たりのCO2排出量＞
中国圏の⺠⽣部⾨に
おける排出量は全国3位

＜農⽤地区区域内の荒廃農地⾯積＞

中国圏では、荒廃農地⾯積に占める
再⽣利⽤可能が困難と⾒込まれる
荒廃農地の割合が全国と⽐べて⾼い

農⽤地区の荒廃農地化が進む
※出典︓第3回炭素先⾏地域募集における変更点について(環境省)
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温室効果ガスの
ほとんどを

岡⼭、広島、⼭⼝
が占める

荒廃農地⾯積に占める
再⽣利⽤可能が困難と⾒
込まれる荒廃農地の割合

56％

荒廃農地⾯積に占める
再⽣利⽤可能が困難と⾒
込まれる荒廃農地の割合

74％

（出典）農林⽔産省「平成27〜令和2年の荒廃農地⾯積について」、「令和３年度の荒廃農地⾯積」をもとに作成

⼀⼈当たりの排出量は、
全ての部⾨で全国を上
回り、特に産業部⾨が
約7割近くを占める
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岡⼭県
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中国圏

通勤時間30分未満【世帯】 通勤時間30分〜1時間【世帯】 通勤時間1時間〜1時間30分【世帯】 通勤時間1時間30分以上【世帯】

93%

＜保育所待機児童数＞

中国圏における通勤時間
１時間未満は９割以上

◆人口１万人未満

飯南町：第２位 （若者世代・単身者、子育て世代、シニ

ア世代部門）

◆人口１万人以上２万人未満

琴浦町：第１位 （総合、子育て世代、シニア世代部門）

第２位 （若者世代・単身者部門）

◆人口３万人以上５万人未満

雲南市：第１位 （シニア世代部門）

第２位 （若者世代・単身者、子育て世代部門）

◆人口５万人以上10万人未満

津山市： 第２位 （シニア世代部門）

◆人口10万人以上20万人未満

宇部市： 第3位 （総合部門）

◆人口20万人以上

下関市： 第２位（シニア世代部門）

第3位（総合、若者世代・単身者部門）

＜合計特殊出⽣率＞

＜通勤時間別世帯数の割合＞

＜⼭陽と⼭陰が近接し、なだらかな⼭間部＞

＜居住地域分布、地理的優位性＞

＜地形の特徴＞

＜住みたい⽥舎ベストランキング＞
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山地 丘陵地 台地 低地 内水域等

出典：平成28年国土統計要覧（国土交通省）

⼭地・丘陵地の割合は
88％と全国で最も⾼い

※出典︓住宅及び世帯に関する基本集計（総務省統計局）※出典：国土統計要覧（国土交通省）

保育所待機児童数が少ない

出⽣率が全国平均より⾼く、
⼭陰は特に⾼い⽔準

近畿圏、九州圏、四国圏に
隣接した⻄⽇本の結節点

⼈⼝規模によらず、
幅広い世代の部⾨
でランクイン

⽐較的なだらかな中国⼭地
や瀬⼾内海の島々など隅々
まで居住地域が広く分布

東アジアと近接

※出典：令和２年度国勢調査（総務省統計局）

※出典：満足度・生活の質を表す指標群（内閣府）

※出典：満足度・生活の質を表す指標群（内閣府）

※出典：2023年版「住みたい田舎ベストランキング」（田舎暮らしの本WEB）

※出典：おいでませ！うべ移住・定住サポートセンターHP

※山陰：島根県、鳥取県 山陽：岡山県、広島県、山口県

なだらかな⼭間部

⼭陰⼭陽が近接

中国圏では⾃然と⼈々
の暮らしの近接性から
⾥⼭・⾥海が多く存在

＜⾃然と⽣活が密着した⾥⼭・⾥海＞
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地⽅暮らしへの関⼼の⾼まり
（移住･定住､⼆地域居住､ワーケーション）

中国圏のポテンシャル暮らし

コロナ禍における社会情勢の変化

＜サテライトオフィス開設数の増加＞

テレワーク経験者は
⽣活重視に意識が変化
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在宅勤務の頻度

ほぼ毎⽇ 2・3⽇に1回程度 週に1回程度 ⽉に2・3回程度 ⽉に1回程度 それ以下 全くやっていない
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中国圏

H30年度末 R1年度末 R2年度末

中国圏では
週1回活⽤する層の増加
が⾒込まれる（６％増）

+4

+7

+26

+7

+50

+6
中国圏ではコロナを契機に
サテライトオフィス増加

（50オフィス開設）

※出典︓地⽅公共団体調査（総務省）より作成

※コロナ禍現在（R３.１）およびコロナ禍終息後の見込み

※出典︓第３回 新型コロナウイルスに関する⾏動・意識調査（⼟⽊学会）より作成

＜在宅勤務頻度の増加＞ ※出典︓国⼟の⻑期展望専⾨委員会資料（国⼟交通省）より抜粋

【全国】テレワークの活⽤による
⽣活重視への意識の変化

地域との関わり（関係⼈⼝）
が多い市町村では転⼊超過回
数も多い傾向

15
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中国圏のポテンシャル暮らし

新しい⽂化の醸成
＜四季折々の多様なスポーツ・アクティビティ＞

サイクリング スノーレジャー

＜主なスポーツチーム＞

＜現地でのスポーツ観戦の⾏動者率＞

＜プロスポーツ連携
ビジネスネットワーク＞

各県に多様なプロスポーツ
チームが存在（特に広島県に
1部リーグのチームが集積）

つりの⾏動者率
が特に⾼い

広島県・岡⼭県で
はサイクリングの⾏
動者率が⾼い

登⼭・ハイキング、スキー・ス
ノボなど四季折々の⾃然を
楽しめる環境もある

※出典：国土交通省HP ※出典：島根県HP

※出典：統計からみた我が国のスポーツ（総務省）

※出典：令和3年度 社会生活基本調査（総務省）

※出典：スポーツアクティベーションひろしま

※出典：スポーツアクティベーションひろしま

※出典：経済産業省HP

赤文字：１部リーグ

地域課題解決と新た
なビジネスを構築する
⽇本初のプロスポーツ
連携ネットワーク

＜主な⾷⽂化＞

※出典：鳥取県HP、しまねのふるさと直送便（島根県観光局）、岡山県HP、広島県HP、うちの郷土料理（農林水産省HP）、山口県HP

松葉がに鳥取和牛

出雲そば（割子）

お好み焼き

白桃

＜主なお酒＞

日本酒（萩市）

日本酒（東広島市・西条）

地ビール（美作市）
石見ワイン（大田市）

※出典：萩市提供、岩国市HP、東広島市HP、三次市HP、八頭町観光協会HP、島根観光協会HP、岡山観光協会HP、真庭観光WEB、広島県HP、鳥取市HP

地ビール（島根県）

牛骨ラーメン

しじみ

出雲ぜんざい

えびめし

ピオーネ

ふぐ 瓦そば 瀬戸内ひろしまレモン 牡蠣

万葉の宴 （八頭町）
（梨・柿リキュール）

シードル（和気町）

ホワイトビール×瀬戸内
レモン（広島県）

カカオビール（真庭市）

日本酒（岩国市）

三次ピオーネワイン（三次市HP）

⽇本海、瀬⼾内海、中国
⼭地の⾃然の恵みから育
まれた多様で個性ある⾷

⽂化が存在

⾷⽂化だけでなく、地域
の⽔・コメ・果実等を活
かした多様なお酒も存在 どぶろく（鳥取市）

都道府県 チーム数 うち1部
⿃取県 2 0
島根県 2 1
岡⼭県 6 1
広島県 13 5
⼭⼝県 2 0

現地でのスポーツ観戦⾏動者率は広島が全国１位
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中国圏のポテンシャル産業・経済

オンリーワン・ナンバーワン企業や⽯油コンビナート等が集積し､ものづくり産業に強み
<中国圏における域内総⽣産>

<従業員1⼈当たり製造品出荷額>

<中国圏のオンリーワン・ナンバーワン企業>

瀬⼾内海地域を中⼼にものづくり産
業（基礎素材型、加⼯組⽴型、⽣活
関連型）のオンリーワン・ナンバーワン

企業が数多く集積

※出典︓2019年中国地⽅の輝く企業（中国経済連合会）より作成

※出典︓経済産業省「2019年 ⼯業統計調査」

※出典︓経済産業省「⼯業統計調査（各年）」

※出典︓国交省提供データ

域内総⽣産は約31兆円

⽇本海側地域にも⾮製造業（建築・情報通信分野
等）のオンリーワン・ナンバーワン企業が集積

従業員1⼈当たり製造品出
荷額は中国圏が全国２位

※出典︓平成26年度経済センサス基礎調査
令和４年版消防⽩書（総務省）

瀬⼾内海沿岸部において
⽯油コンビナート等が集積

宇部・⼩野⽥ 周南
下松

岩国・⼤⽵
江⽥島

能美

⽔島臨海

福⼭・笠岡

⽯油コンビナート周辺
では従業者数も集積

 

化学工業

13%

鉄鋼業

12%

石油製品・石炭

製品製造業

8%

その他

16%輸送用機械器具

製造業

21%

その他

17%

生活関連型産業
11％

基礎素材型産業
49％

加工組立型産業
40％

中国
ブロック

基礎素材型産業の比率

が最も高い 

<中国圏における製造品出荷額構成⽐>
製造品出荷額のうち、基礎素
材型産業の割合が最も⾼い

<⽯油コンビナート等の集積
と従業者の集積>

※⽯油コンビナート等災害防⽌法において指定される⽯油
コンビナート等特別防災区域を参照
※従業者数は全業種 17

●株式会社エッグ
ふるさと納税システム

●島根電⼯株式会社
住まいのおたすけ隊とそのフランチャイズ展開

●松江⼟建株株式会社
WEPシステム

●株式会社オネスト
調達業務改⾰WEB-EDI「ｅ商買®」

●株式会社ネットワーク
応⽤通信研究所
オブジェクト指向プログラミング⾔語「Ruby」

●⽇本セラミック株式会社
⾞載⽤超⾳波センサ

（国内シェア70％、世界シェア20％）

●有限会社ひよこカンパニー
平飼い鶏卵「天美卵」

●株式会社チュウブ
芝⽣（国内シェア58％）

●ナカシマプロペラ株式会社
船舶⽤推進機器（固定ピッチプロペラ）

（国内シェア約100％、世界シェア約30％）

●株式会社フジワラテクノアート
醸造⽣産技術（国内シェア80％）

●株式会社リプロ
再⽣プラスチック製標識杭

（国内シェア60％）

●株式会社ショーワ
ナイロンインディゴ染めデニム

●中国塗料株式会社
船舶⽤塗料

（国内シェア60％、世界シェア20％）

●株式会社サタケ
⼤型精⽶機

（国内シェア70％、世界シェア70％）

●株式会社エフピコ
エコトレー、エコAPETトレー

（国内シェア40％）

●王⼦ゴム化成株式会社
ライニング商品

（国内シェア50％、世界シェア30％）

●株式会社⻑府製作所
太陽熱、排熱利⽤給湯空調換気シス

テム「OMX」

●株式会社サンライン
釣⽷「ブラックストリームマークⅩ」

●株式会社ニシエフ
FRP製⼤型漁船（国内シェア100％）

●株式会社シンコー
舶⽤LNGポンプ

（国内シェア100％、世界シェア90％）

●株式会社コプロス
ケコム⼯法とバイオガス発電プラント

●株式会社メイト
プラスチックマグネット材料

●三島⾷品株式会社
⾚しそふりかけ「ゆかり®」

（国内シェア90％、世界シェア90％）

北海道

東北

関東

北陸

中部

近畿

四国

九州

沖縄県

中国



1位：大阪のディープな裏通りツ
アー（大阪市）

2位：大阪フードツアー（大阪市）

3位：広島の街に残る被爆遺産を地
元ガイドと自転車でめぐるピースツ
アー（広島市）

4位：弓道体験道場（広島市）

5位：英語での富士山周辺のプライ

ベートガイド付きツアー （山梨県
富士河口湖町）

中国圏のポテンシャル産業・経済

地⽅へ本社を移転する⼩規模企業やスタートアップ増加 世界に認められる多様な観光ポテンシャル

厳島神社（廿⽇市市） 原爆ドーム（広島市）

⽯⾒銀⼭（⼤⽥市）

出典︓⼤⽥市観光協会HP
明治⽇本の産業⾰命遺産

（萩市）

トリップアドバイザー「2022 
トラベラーズチョイス ベス
ト・オブ・ザ・ベスト ツアー
アクティビティ“⼈気の体験
（全般）”」において
中国圏内のアクティビティ
5位以内に2件ランクイン

<⾸都圏からの転出先
コロナ前から増加した都道府県>

<⾸都圏からの転出企業
売上⾼規模別 割合推移>

5000万円未満の⼩
規模企業、設⽴間も
ないスタートアップ企
業の割合がコロナ前
を⼤きく上回る

※出典︓帝国データバンク公表資料より

<世界で認められる４つの世界遺産>

国際物物流拠点の存在 農林⽔産業の強み

※出典︓農林⽔産省「⽣産農業所得統計」 ※出典︓農林⽔産省「漁業・養殖業⽣産統計」

上位10位以内

各県において全
国で上位の漁業
⽣産量を誇る⽔
産物を産出

各県において全
国で上位の産出
額を誇る農産物

を産出

<国際バルク戦略港湾>

⼤型船による⼀括⼤量輸送の拠
点となる国際バルク戦略港湾に指
定（全国10港湾中４港湾）

※出典︓国交省HPより作成

18

岡⼭県、広島県では
コロナ前からの転⼊企
業が過去最⾼

電気の復旧

安全・安⼼ 中国圏のポテンシャル
隣接圏域のバックアップの役割が期待

内閣府における被害想定
・岡⼭県（最⼤）

死者︓約900⼈
負傷者︓約15,000⼈

・広島県（最⼤）
死者︓約1,100⼈

負傷者︓約8,900⼈

・⼭⼝県（最⼤）
死者︓約300⼈

負傷者︓約1,600⼈

出典 内閣府『南海トラフ巨⼤地震の被害想定について』
（令和元年6⽉）
※全て東海地⽅が⼤きく被災するケースを想定
※被災⼈⼝に占める⽀障⼈⼝の割合を⽰す。

上⽔道の復旧

＜広域輸送の対策イメージ＞

＜南海トラフ巨⼤地震の被害想定＞

インフラ関係が他圏域と⽐
べて早期に復旧の⾒込み

中国圏が拠点となり、四
国圏等の隣接圏域のバッ
クアップの役割が期待

＜インフラの復旧⾒込み＞
中国圏では被害が瀬⼾内海
側を中⼼に発⽣する⾒込み

出典︓中国地⽅整備局
「国⼟交通省 南海トラフ巨⼤地震対策 中国ブロック地域対策計画」 19



NO
認定
年度

地域 主な構成文化財等 ストーリーのタイトル

1 H27 鳥取県 三仏寺奥院（投入堂）、三朝温泉
六根清浄と六感治癒の地

～日本一危ない国宝鑑賞と世界屈指のラドン泉～
2 H27 島根県 津和野城跡 津和野今昔～百景図を歩く～

3 H27 広島県
天寧寺塔婆、浄土寺本堂及び境内

地
尾道水道が紡いだ中世からの箱庭的都市

4 H29 島根県 出雲大社本殿ほか 日が沈む聖地出雲 ～神が創り出した地の夕日を巡る～

5 H29 岡山県
倉敷川畔伝統的建造物群保存地

区
一輪の綿花から始まる倉敷物語
～和と洋が織りなす繊維のまち～

6 H30 広島県 鞆公園、常夜燈
瀬戸の夕凪が包む 国内随一の近世港町

～セピア色の港町に日常が溶け込む鞆の浦～

7 R2 島根県 益田氏城館跡、萬福寺 中世日本の傑作 益田を味わう－地方の時代に輝き再び－

8 R2 島根県 石見銀山遺跡、立神岩
石見の火山が伝える悠久の歴史

～”縄文の森” ”銀の山”と出逢える旅へ～

9 R2 岡山県 旧片山家住宅、笹畝坑道 「ジャパンレッド」発祥の地－弁柄と銅の町・備中吹屋－

10 H27
岡山県
他4県

旧閑谷学校 近世日本の教育遺産群－学ぶ心・礼節の本源－

11 H28 鳥取県 大神山神社奥宮の石畳道 地蔵信仰が育んだ日本最大の大山牛馬市

12 H28 島根県 菅谷たたら山内、金屋子神社 出雲國たたら風土記 ～鉄づくり千年が生んだ物語～

13 H28
広島県
他3府県

旧呉鎮守府司令長官官舎
鎮守府 横須賀・呉・佐世保・舞鶴

～日本近代化の躍動を体感できるまち～

14 H28
愛媛県・
広島県

因島村上家伝来資料群、白滝山
（五百羅漢像）

“日本最大の海賊”の本拠地：芸予諸島
－よみがえる村上海賊“Murakami KAIZOKU”の記憶－

15 H29
17道府

県
北前船寄港地

荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間
～北前船寄港地・船主集落～

16 H29
岡山県
他4県

備前陶器窯跡
きっと恋する六古窯

─日本生まれ日本育ちの焼きもの産地─

17 H29
福岡県・
山口県

門司港駅本屋
関門“ノスタルジック”海峡

～時の停車場、近代化の記憶～

18 H30 岡山県 鬼ノ城、吉備津神社
「桃太郎伝説」の生まれたまち おかやま

～古代吉備の遺産が誘う鬼退治の物語～

19 R1
鳥取県・
兵庫県

不動院岩屋堂、太田家主屋・新建・
門長屋、余部橋梁

日本海の風が生んだ絶景と秘境
－幸せを呼ぶ霊獣・麒麟が舞う大地「因幡・但馬」

20 R1 島根県 大元神楽、石見神楽
神々や鬼たちが躍動する神話の世界

～石見地域で伝承される神楽～

21 R1
岡山県・
香川県

北木石の丁場
知ってる!?悠久の時が流れる石の島

～海を越え、日本の礎を築いた せとうち備讃諸島～

環境
（⾃然・歴史・⽂化） 中国圏のポテンシャル
豊かで美しい四季折々の⾃然

NYタイムズ「2019年 行くべき旅行先52か所」
日本で唯一「瀬戸内海」が7位にランクイン

CNN「日本の最も美しい場所 36選（2019年）」
中国圏からは「6か所」がランクイン
鳥取砂丘（鳥取県）
大山（鳥取県）
足立美術館（島根県）
厳島神社（広島県）
井仁の棚田（広島県）
元乃隅神社（山口県）

北海道4 近畿 6
東北 4 四国 0
関東 3 九州 5
北陸信越6 沖縄 0
中部 2 中国 6

地域特有の歴史・⽂化

全国104の⽇本
遺産のうち、21
が中国圏で指定

古来からの地域特
有の歴史・⽂化が
現代まで継承

世界に認められる豊かな
⾃然環境

＜世界ジオパーク、国⽴公園、ラムサール条約湿地＞

＜暮らしと調和する四季折々の⾃然景観＞

海の豊かさと森林の恵
みを⾝近に享受できる

⾃然景観

＜中国圏の⽂化と歴史＞
＜中国圏の⽇本遺産＞

※出典︓岡⼭観光WEB

※出典︓岡⼭観光WEB

※出典︓美星町観光協会HP

※出典︓広島公式観光HP※出典︓広島公式観光HP

※出典︓広島公式観光HP

※出典︓⼭⼝
県観光HP

※出典︓⼭⼝県観光HP ※出典︓広島公式観光HP

※出典︓島根観光ナビHP

※出典︓島根県⻄部公式観光HP ※出典︓⽶⼦観光ナビHP ※出典︓とっとり旅HP※出典︓松江観光協会HP

※出典︓⼭⼝県観光HP

※出典︓⽇本遺産ポータルサイト（⽂化庁）
※⽂化庁では、地域の歴史的魅⼒や特⾊を通じて我が国の
⽂化・伝統を語るストーリーを「⽇本遺産（Japan 
Heritage）」として認定し、ストーリーを語る上で不可⽋
な魅⼒ある有形・無形の様々な⽂化財群を総合的に活⽤す
る取組を⽀援します。 20


	【中国圏】 （対象区域：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県） 

